





































Research Notes in accordance with the High School By Department









For another family of high school, the School Education Law,Article 58, in a simple degree, for the
 
purpose of applying the special skills education, the term of study is, it has been defined to be at least
 
one year, other rather than regulations to,therefore the installer of each school it can be freely
 
organized according to its installation purpose.
In Wakayama Prefecture, it is installed in 11 schools in 1948(1948),but 350people were enrolled, all
 
have been abolished in the seven years after 1954(1954). It is, rather than was established on the basis
 
of the philosophy of the new system high school, because he is installed as a saucer of secondary
 
education facilities on the basis of the pre-war old woman views.
Some of another family there is also what was provided for the acquisition and qualification of
 
technology,but they played a certain role in the post-war society, another Department of Wakayama
 
Prefecture of pre-war education as described above because it did not make sense of more than saucer,
it closed the curtain in just seven years.
The present study is to empirically elucidate the different department of the contents of the
 
Wakayama Prefecture, it has been intended to consider the meaning that another family had in the
 





































































































































































































粉河 ４ ５ ２ １ ３ 10 10 35
耐久 ３ ３ ２ 12 ５ ３ ２ 30
日高 ３ ２ １ １ １ １ ３ 13 ４ ２ １ 32
田辺 ３ ３ １ ２ ３ ２ ６ １ 10 30































































































? 1 第五十八条 高等学校には、専攻科及び別科を置くこと
ができる。
○２ 高等学校の専攻科は、高等学校若しくはこれに準ず
る学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は文部科学
大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があ
ると認められた者に対して、精深な程度において、特別の
事項を教授し、その研究を指導することを目的とし、その
修業年限は、一年以上とする。
○３ 高等学校の別科は、前条に規定する入学資格を有す
る者に対して、簡易な程度において、特別の技能教育を施
すことを目的とし、その修業年限は、一年以上とする。
※昭和22年制定時は、第四八条であった。
?２ 第五十七条 高等学校に入学することのできる者は、中
学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中
等教育学校の前期課程を修了した者又は文部科学大臣の
定めるところにより、これと同等以上の学力があると認
められた者とする。
?３ 昭和22年(1947)法律第26号 高等学校設置の必要最低基
準を定めた文部科学省の省令。
?４ 第70条(準用規定）
?５ 第80条(準用規定）
?６ 第91条
?７ 学校教育法第一条に掲げるいわゆる一条校ではない、学
校教育に類する教育を行う学校
?８ 吉田文・広田照幸編『職業と選抜の歴史社会学』p.８
?９ 現在(平成25年度)で著者が確認できたのは２校、横浜市
立横浜商業高等学校の理容、美容の別科と、やしま学園高
等専修学校の別科であるが、やしまの別科は全日制で、３
年間の高等課程と２年間の別科(専攻科)が設置されてい
る。
?10 「連合軍関係指令並びに報告書」(和歌山県文書館所蔵)
?11 生徒はすべて女子である。
?12 粉河、笠田に設置されていたのは高等女学校であるが、粉
河は高等実科女学校、笠田は高等家政女学校がその前身
である。
?13 笠田高等家政女学校では第１部が小学校卒業で修業年限
が５年、第２部が小学校又は国民学校の各高等科卒業で
修業年限が３年とされていた。また、粉河高等女学校で
は、本科、別科という科名が使われている。昭和55年
(1980)８月27日付毎日新聞「高校風土記1212 笠田」に
「卒業生は本科一、二部、専攻科合わせて二百十二人だっ
たが、このときから本科二部は「実科」とも呼ばれるよう
になった。」という記述がある。
?14 昭和23年「知事との引継書」より筆者作成
?15 「家庭科(学科)の現状と課題」『国民教育』第二四号
1975.５ p.104
?16 「高校風土記」は和歌山県内の各高等学校の歴史を紹介す
る特集で、昭和55年(1980)10月８日付「高校風土記1239
笠田58」の別科の廃止に関する経緯の中に「別科で“花嫁
修業”させたいという父母の強い願いが裏にあったよう
だ。」という記述がある。
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